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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（Ａ）エステル化合物１００質量部に対して、（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩
を０．０５～１．５質量部および（Ｃ）モノエステル化物を０．０１～０．５０質量部含
有することを特徴とする、潤滑油組成物。
 
（Ａ）：　トリメチロールプロパンと、炭素数８～１０の直鎖飽和脂肪酸およびアジピン
酸とのエステル化合物であって、トリメチロールプロパン由来の構成成分のモル百分率を
ＴＭＰｍｏｌ%、炭素数８～１０の直鎖飽和脂肪酸由来の構成成分のモル百分率をＦＡｍ

ｏｌ%、アジピン酸のモル百分率をＡＤｍｏｌ%としたとき、ＴＭＰｍｏｌ%：ＦＡｍｏｌ%

：ＡＤｍｏｌ%＝２０～４０％：４０～７０％：５～２５％であるエステル化合物
 
 
（Ｂ）：　下記式（１）で表される酸性リン酸エステルアミン塩
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【化１】

（ｎは１又は２の整数であり、
　Ｒ’は炭素数４～６のアルキル基であり、
　Ｒ’’は水素または炭素数１１～１４のアルキル基である。）
 
（Ｃ）：　炭素数８～１８のアルキル基または炭素数８～１８のアルケニル基を有するコ
ハク酸と、炭素数３～８のアルカンジオールとのモノエステル化物
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高い生分解性、優れた錆止め性能に加え、高い酸化安定性、潤滑性（耐摩耗
性）に優れる潤滑油組成物に関する。本発明における潤滑油組成物は、軸受油、作動油、
ギヤ油などに好適に使用できる。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境保護に向けた新たな取り組みが世界的に重要な使命となっている。潤滑油に
おいても例外ではなく、環境負荷を低減できる潤滑油が、以前より増して求められている
。環境負荷を低減できる潤滑油として、万一漏洩した場合でも、自然界で分解されやすく
生態系への影響が少ない生分解性潤滑油が注目されている。
【０００３】
　生分解性潤滑油の多くは、河川・海洋への漏洩時の対策として使用されており、使用が
義務化されている地域や用途もある。例えば、ヨーロッパ諸国などでは、湖沼地域で使用
する船外機用２サイクルエンジンオイル、飲料水採取河川付近で用いる建設機械用油圧作
動油、米国では接水部に使用する船舶用潤滑油などにおいて、生分解性潤滑油の使用が義
務化されている。
【０００４】
　生分解性潤滑油については、これまで種々検討されてきている。例えば特許文献１には
、ポリブテン、ポリオールエステル、パラフィン系炭化水素溶剤、無灰清浄剤とからなる
生分解性に優れる２サイクルエンジン油が記載されている。特許文献２には、多価アルコ
ールと直鎖飽和脂肪酸と直鎖飽和ポリカルボン酸とのコンプレックスエステル、酸化防止
剤、耐荷重添加剤とからなる生分解性、酸化安定性、耐摩耗性、低温流動性に優れた油圧
作動油が記載されている。また、特許文献３には、水溶性（ポリ）アルキレングリコール
、水溶性増粘剤、水溶性防錆剤とからなる、海水との相溶性、潤滑性、生分解性に優れる
船尾管軸受油が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－０６３８７５
【特許文献２】特開２０１５－１４７８５９
【特許文献３】特開２００６－２６５３４５
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　一方、生分解性潤滑油は、上述のように、河川・海洋など水辺付近で使用することが非
常に多い潤滑油である。このため、潤滑油の中に水が混入する機会も多い潤滑油であり、
金属腐食に関しては十分に配慮する必要がある。特に上述の用途における、船舶用潤滑油
における船尾管軸受油などにおいては、海水が混入することもあり、海水に対しても非常
に高い錆止め性能が要求されるものの、上述の先行技術では十分な検討がなされておらず
、優れた錆止め性能を有する生分解性潤滑油が求められていた。
【０００７】
　本発明の課題は、生分解性に優れると共に、高い生分解性、優れた錆止め性能に加え、
高い酸化安定性、潤滑性（耐摩耗性）に優れる潤滑油組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意検討を行った結果、
特定のトリメチロールプロパンと、炭素数８～１０の直鎖飽和脂肪酸およびアジピン酸と
のエステル化合物（Ａ）と、特定の酸性リン酸エステルアミン塩（Ｂ）と、特定のコハク
酸モノエステル化物（Ｃ）からなる潤滑油組成物が、良好な生分解性に加え、優れた錆止
め性能、高い酸化安定性、優れた潤滑性（耐摩耗性）を有することを見出した。
【０００９】
　すなわち、本発明は、下記（Ａ）エステル化合物１００質量部に対して、（Ｂ）酸性リ
ン酸エステルアミン塩を０．０５～１．５質量部および（Ｃ）モノエステル化物を０．０
１～０．５０質量部含有することを特徴とする、潤滑油組成物である。
（Ａ）：　トリメチロールプロパンと、炭素数８～１０の直鎖飽和脂肪酸およびアジピン
酸とのエステル化合物であって、トリメチロールプロパン由来の構成成分のモル百分率を
ＴＭＰｍｏｌ%、炭素数８～１０の直鎖飽和脂肪酸由来の構成成分のモル百分率をＦＡｍ

ｏｌ%、アジピン酸のモル百分率をＡＤｍｏｌ%としたとき、ＴＭＰｍｏｌ%：ＦＡｍｏｌ%

：ＡＤｍｏｌ%＝２０～４０％：４０～７０％：５～２５％であるエステル化合物
 
（Ｂ）：　下記式（１）で表される酸性リン酸エステルアミン塩
 
【化１】

（ｎは１又は２の整数であり、
　Ｒ’は炭素数４～６のアルキル基であり、
　Ｒ’’は水素または炭素数１１～１４のアルキル基である。）
 
（Ｃ）：　炭素数８～１８のアルキルまたは炭素数８～１８のアルケニル基を有するコハ
ク酸と、炭素数３～８のアルカンジオールとのモノエステル化物
【発明の効果】
【００１０】
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　本発明の潤滑油組成物は、高い生分解性、優れた錆止め性能に加え、高い酸化安定性、
潤滑性（耐摩耗性）に優れ、軸受油、作動油、ギヤ油などに好適に使用できる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の潤滑油基油および潤滑油組成物について説明する。なお、本明細書にお
いて記号「～」を用いて規定された数値範囲は「～」の両端（上限および下限）の数値を
含むものとする。例えば「２～５」は、２以上、５以下を表す。
【００１２】
　本発明の潤滑油組成物は、下記（Ａ）エステル化合物１００質量部に対して、（Ｂ）酸
性リン酸エステルアミン塩を０．０５～１．５質量部および（Ｃ）モノエステル化物を０
．０１～０．５０質量部含有する。
【００１３】
　本発明における（Ａ）エステル化合物は、トリメチロールプロパンと、炭素数８～１０
の直鎖飽和脂肪酸およびアジピン酸とのエステル化合物である。
　（Ａ）エステル化合物の原料アルコールとしては、トリメチロールプロパンを用いる。
トリメチロールプロパンは、ネオペンチル骨格を有するため、酸化安定性や耐熱性に優れ
る上、合成した複合エスエルの低温流動性に優れる。ネオペンチル骨格を有する多価アル
コールとして、ネオペンチルグリコールやペンタエリスリトール等もあるが、ネオペンチ
ルグリコールを原料として用いた複合エステルは極性が高くなり、添加剤の添加効果が悪
化する恐れがある。また、ペンタエリスリトールを原料として用いた複合エステルは、流
動点が高くなる傾向があるため低温での使用には適さない。このため、本発明ではトリメ
チロールプロパンが好ましい。
【００１４】
　本発明におけるエステル化合物（Ａ）の原料脂肪酸として用いる1価の直鎖飽和脂肪酸
としては、炭素数が８のカプリル酸、炭素数が９のペラルゴン酸、炭素数が１０のカプリ
ン酸が使用できる。炭素数８未満の１価の直鎖飽和脂肪酸を使用した場合、得られたエス
テルの極性が高くなり、潤滑性（耐摩耗性）に優れない等、配合する添加剤の添加効果が
得られ難い場合がある。また、炭素数が１０を越える１価の直鎖飽和脂肪酸を原料に用い
た場合、得られたエステルの低温流動性が悪化する恐れがある。このため、本発明では、
炭素数が８のカプリル酸、炭素数が９のペラルゴン酸、炭素数が１０のカプリン酸を使用
する。これらは１種単独で使用しても良いし、混合したものを使用しても良い。本発明に
おいては、カプリル酸とカプリン酸を混合して用いたものを特に好適に使用できる。
【００１５】
　（Ａ）エステル化合物の原料として用いる二塩基酸は、アジピン酸である。アジピン酸
より炭素数の少ないコハク酸等を使用すると、得られたエステルの極性が高くなり、配合
する添加剤の添加効果が得られ難い場合がある。一方、アジピン酸より炭素数の多いダイ
マー酸や二重結合を含むマレイン酸等を使用すると、酸化安定性や耐熱性が悪化する恐れ
がある。
【００１６】
　（Ａ）エステル化合物において、トリメチロールプロパン由来の構成成分のモル百分率
をＴＭＰｍｏｌ%、炭素数８～１０の直鎖飽和脂肪酸由来の構成成分のモル百分率をＦＡ

ｍｏｌ%、アジピン酸由来の構成成分のモル百分率をＡＤｍｏｌ%としたとき、ＴＭＰｍｏ

ｌ%：ＦＡｍｏｌ%：ＡＤｍｏｌ%＝２０～４０％：４０～７０％：５～２５％である。
【００１７】
　ＡＤｍｏｌ%が５％未満であると、十分な耐摩耗性や耐荷重能が得られないことがある
。ＡＤｍｏｌ%が２５％を超えると、生分解性が低くなる恐れがある上、流体損失による
エネルギーロスが大きくなる恐れがある。ＡＤｍｏｌ%＝は１０～２０％であることが更
に好ましく、１１～１９％であることが一層好ましい。
【００１８】
　また、ＴＭＰｍｏｌ%は、２５～３５％であることが更に好ましく、ＦＡｍｏｌ%は、４
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５～６５％であることが更に好ましい。
【００１９】
　また、エステル化合物（Ａ）のヒドロキシル基当量をＴＭＰＯＨ、炭素数８～１０の直
鎖飽和脂肪酸由来のカルボキシル基当量をＦＡＣＯＯＨ、アジピン酸由来のカルボキシル
基当量をＡＤＣＯＯＨとしたとき際、本発明のエステル化合物（Ａ）は、以下の条件を満
たすことが好ましい。
 
（ＦＡＣＯＯＨ+ＡＤＣＯＯＨ）／ＴＭＰＯＨ　＝　０．８５～１．０５
【００２０】
　この条件を満たすことで、優れた生分解性に加え、摩耗防止剤と併用した際に優れた耐
摩耗性を示し、高い酸化安定性を有するエステルとなる。より好ましい（（ＦＡＣＯＯＨ

+ＡＤＣＯＯＨ）／ＴＭＰＯＨ　は、０．８７～１．０４であり、さらに好ましくは０．
８９～１．０３である。
【００２１】
　なお、ＴＭＰｍｏｌ%、ＦＡｍｏｌ%、ＡＤｍｏｌ%、ＦＡＣＯＯＨ、ＡＤＣＯＯＨ、Ｔ
ＭＰＯＨは、エステル化合物（Ａ）を１ＨＮＭＲを用いて測定することにより、各原料由
来の各構成成分のモル比を求めた後に、算出した値である。
　以下に１ＨＮＭＲの測定条件を示す。
＜測定条件＞
・分析機器：１ＨＮＭＲ
・溶媒：重クロロホルム
【００２２】
　上記測定条件にて得られたエステルの１ＨＮＭＲチャートを解析することで、モル比を
求めることができる。
　具体的には、以下の４つのピークを用いる。
 
・ピーク（Ｉ）：３．４０～３．６０ｐｐｍ＝トリメチロールプロパンの未反応のヒドロ
キシル基のα位の水素
・ピーク（ＩＩ）：４．００～４．２０ｐｐｍ＝トリメチロールプロパンの反応済みのヒ
ドロキシル基のα位の水素｛ピーク（Ｉ）とピーク（ＩＩ）で合計６個｝
・ピーク（ＩＩＩ）：０．８５～０．９０ｐｐｍ＝炭素数８～１０の直鎖飽和脂肪酸由来
の末端の炭素に結合した水素（３個）およびトリメチロールプロパンの４級炭素に結合し
たエチル基の末端炭素に結合した水素（３個）
・ピーク（ＩＶ）：２．２５～２．３５ｐｐｍ＝アジピン酸のカルボニル基のα位の水素
（４個）およびカプリル酸およびカプリン酸のカルボニル基のα位の水素（２個）
【００２３】
　上記４個のピークの積分値を以下のように計算し、モル量とする。
 
　ＴＭＰｍｏｌ＝｛ピーク（Ｉ）の積分値＋ピーク（ＩＩ）の積分値｝／６
　ＦＡｍｏｌ＝{ピーク（ＩＩＩ）の積分値－（ＴＭＰｍｏｌ×３）}／３
　ＡＤｍｏｌ＝｛ピーク（ＩＶ）の積分値－（ＦＡｍｏｌ×２）｝／４
【００２４】
　上記で得られた、ＴＭＰｍｏｌからＴＭＰｍｏｌ％を、ＦＡｍｏｌからＦＡｍｏｌ％を
、ＡＤｍｏｌからＡＤｍｏｌ％を以下のように算出する。
 
ＴＭＰｍｏｌ％＝１００×ＴＭＰｍｏｌ／（ＴＭＰｍｏｌ+ＦＡｍｏｌ+ＡＤｍｏｌ）
ＦＡｍｏｌ％＝１００×ＦＡｍｏｌ／（ＴＭＰｍｏｌ+ＦＡｍｏｌ+ＡＤｍｏｌ）
ＡＤｍｏｌ％＝１００×ＡＤｍｏｌ／（ＴＭＰｍｏｌ+ＦＡｍｏｌ+ＡＤｍｏｌ）
【００２５】
　また、（Ａ）エステル化合物は、４０℃における動粘度が５０～３５０ｍｍ２／ｓであ
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ることが好ましい。（Ａ）エステル化合物の４０℃における動粘度を５０ｍｍ２／ｓ以上
とすることによって、耐摩耗性や耐荷重能が一層向上する。また、（Ａ）エステル化合物
の４０℃における動粘度を３５０ｍｍ２／ｓ以下とすることによって、生分解性の低下、
流体損失によるエネルギーロスを抑制できる。（Ａ）エステル化合物の４０℃における動
粘度は、５５～３００ｍｍ２／ｓであることがより好ましく、６０～２５０ｍｍ２／ｓで
あることが特に好ましい。
【００２６】
　また、本発明の潤滑油組成物は、下記式で表される（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩
を含有する。
 
【化２】

（ｎは１又は２の整数であり、
　Ｒ’は炭素数４～６のアルキル基であり、
　Ｒ’’は水素または炭素数１１～１４のアルキル基である。）
【００２７】
　ここで、Ｒ’は、炭素数４～６のアルキル基であり、直鎖アルキル基または分岐アルキ
ル基である。Ｒ’’は、水素または炭素数１１～１４の直鎖または分岐アルキル基を表す
が、３つのＲ’’のうち少なくとも一つは炭素数１１～１４の直鎖または分岐アルキル基
であることが好ましい。
【００２８】
　（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩については、ｎは１又は２の整数であるため、水酸
基を１個又は２個有して良い。水酸基が１個の場合、-ＯＲ’ 基は２個であり、水酸基が
２個の場合、-ＯＲ’ 基は１個となる。これらは、混合物であってもよい。
【００２９】
　Ｒ’ は、炭素数４～６の直鎖または分岐アルキル基を表す。Ｒ’ の炭素数が４より小
さいと、十分な摩耗防止性能が得られないことがある。また、Ｒ’の炭素数が６を超える
場合においても、十分な摩耗防止性能が得られないことがある。Ｒ’ が分岐アルキル基
である場合には、この分岐はｔ-分岐、ｓｅｃ-分岐、ｉｓｏ-分岐のいずれであっても良
く、これらの混合物であっても良い。本発明においては、優れた摩耗防止性能が得られる
点から、炭素数が６のモノヘキシル又はジヘキシルフォスフェートが最も好ましい。
【００３０】
　Ｒ’’は、水素又は炭素数１１～１４の直鎖又は分岐アルキル基である。Ｒ’’の炭素
数が１０未満の場合、潤滑油への溶解度が低下するため、配合した際に低温で析出等が発
生する恐れがあるため好ましくない。一方、Ｒ’’の炭素数が１５以上であると、十分な
摩耗防止性能が得られないことがある。本発明においては、Ｒ’’の炭素数が１２または
１４のものを主体として含むものが好ましい。
【００３１】
　本発明においては、（Ａ）エステル化合物１００質量部に対して、（Ｂ）酸性リン酸エ
ステルアミン塩を０．０５～１．５質量部含有する。（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩
の含有量が０．０５質量部未満であると、十分な摩耗防止性能が得られないことがある。
また、（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩の含有量が１．５質量部を超えると、生分解性
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が悪化したり、酸化安定性が悪化する恐れがある。（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩の
含有量は、０．１～１．２５質量部であることが好ましく、０．１５～１．００質量部で
あることが更に好ましい。
【００３２】
　さらに、本発明の潤滑油組成物は、（Ｃ）炭素数８～１８のアルキル基または炭素数８
～１８のアルケニル基を有するコハク酸と、炭素数３～８のアルカンジオールとのモノエ
ステル化物を含有する。炭素数８～１８のアルキル基または炭素数８～１８のアルケニル
基を有するコハク酸は、コハク酸誘導体として知られている、コハク酸に炭素数８～１８
のアルキルまたは炭素数８～１８のアルケニル基が付加された化合物である。本発明にお
いては、炭素数が８未満または炭素数１８を超えるアルキル基またはアルケニル基を有す
るコハク酸を使用すると、十分な錆止め性能が得られないことがある。好ましくは、炭素
数が８～１６のアルキル基または炭素数８～１６のアルケニル基を有するコハク酸を用い
、さらに好ましくは炭素数１０～１４のアルキル基または炭素数１０～１４のアルケニル
基を有するコハク酸を用い、最も好ましくは炭素数１２のドデシルコハク酸又はドデセニ
ルコハク酸を用いる。
【００３３】
　炭素数８～１８のアルキル基または炭素数８～１８のアルケニル基を有するコハク酸と
反応させる炭素数３～８のアルカンジオールとしては、炭素数３～８のアルカンは直鎖で
あっても分岐であってもよい。また、水酸基の位置も特に限定は無い。本発明において好
ましいアルカンジオールとしては、炭素数が３～６であり、より好ましくは炭素数が３～
４のプロパンジオール、ブタンジオールなどであり、最も好ましくは１,２－プロパンジ
オールである。
【００３４】
　本発明における（Ｃ）モノエステル化物は、炭素数８～１８のアルキル基または炭素数
８～１８のアルケニル基を有するコハク酸と炭素数３～８のアルカンジオールとを反応さ
せることにより得られるモノエステル化物であってよい。あるいは、予めコハク酸と炭素
数３～８のアルカンジオールを反応させて得られるモノエステルに、炭素数８～１８のア
ルキル基または炭素数８～１８のアルケニル基を付加させることによって得られるモノエ
ステル化物であってよい。ジエステルの場合、十分な錆止め性能が得られない場合がある
。モノエステル化物に加えて、更にジエステル化物を混合させることも可能である。
【００３５】
　本発明によれば、（Ａ）エステル化合物１００質量部に対して、（Ｃ）モノエステル化
物を０．０１～０．５０質量部含有させる。（Ｃ）モノエステル化物の含有量が０．０１
質量部未満であると、十分な錆止め性能を得られないことがある。また、（Ｃ）モノエス
テル化物の含有量が０．５０質量部を超えると、潤滑油組成物の酸化安定性が悪化するお
それがある。こうした観点からは、（Ａ）エステル化合物１００質量部に対して、（Ｃ）
モノエステル化物の含有量を０．０２～０．３０質量部とすることが好ましく、０．０５
～０．２０質量部とすることが更に好ましい。
【００３６】
　本発明の潤滑油組成物は、上述の（Ａ）エステル化合物、（Ｂ）酸性リン酸エステルア
ミン塩（Ｂ）および（Ｃ）モノエステル化物を、それぞれ上述の含有量で含むことで、高
い生分解性、優れた錆止め性能に加え、高い酸化安定性、潤滑性（耐摩耗性）を付与する
ことができる。
【００３７】
　上述の（Ａ）エステル化合物、（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩および（Ｃ）モノエ
ステル化物の潤滑油組成物に対して、通常使用される種々の添加剤を配合することができ
る。配合できる添加剤としては、酸化防止剤、金属不活性化剤、消泡剤、流動点降下剤、
粘度指数向上剤、増粘剤、清浄剤、無灰分散剤などが挙げられる。
【００３８】
　酸化防止剤としては、フェノール系酸化防止剤、アミン系酸化防止剤、硫黄系酸化防止
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剤などを使用することができ、フェノール系酸化防止剤、アミン系酸化防止剤がより好ま
しく使用できる。
【００３９】
　フェノール系酸化防止剤としては、２，６－ジ－ｔ－ブチルパラクレゾール、４，４－
メチレンビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、４，４－チオビス（２－メチル－
６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４－ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノール）、ペ
ンタエリスリトールテトラキス[３－（３,５－ジ－tert－ブチル－４－ヒドロキシフェニ
ル）プロピオネート]が好ましく使用でき、さらに好ましくは、ペンタエリスリトールテ
トラキス[３－（３,５－ジ－tert－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート]
である。
【００４０】
　アミン系酸化防止剤としては、例えば、フェニル－α－ナフチルアミン、フェニル－β
－ナフチルアミン、アルキルフェニル－α－ナフチルアミン、アルキルフェニル－β－ナ
フチルアミン、ビス（アルキルフェニル）アミン、フェノチアジン、モノオクチジフェニ
ルアミン、４,４’－ビス（α,α-ジメチルベンジル）ジフェニルアミン-４,４’－ジク
ミルジフェニルアミン、２，２，４－トリメチル－１，２－ジヒドロキノリン又はその重
合物、６－メトキシ－２，２，４－トリメチル－１，２－ジヒドロキノリン又はその重合
物、及び６－エトキシ－２，２，４－トリメチル－１，２－ジヒドロキノリン又はその重
合物などが好ましく使用でき、これらの中でも、４,４’－ビス（α,α-ジメチルベンジ
ル）ジフェニルアミン-４,４’－ジクミルジフェニルアミン、２，２，４－トリメチル－
１，２－ジヒドロキノリン又はその重合物がより好ましく使用できる。
【００４１】
　さらに、フェノール系酸化防止剤とアミン系酸化防止剤とを併用することによって、本
発明の潤滑油の酸化安定性が更に著しく向上する。
【００４２】
　本発明の潤滑油組成物は、（Ａ）エステル化合物、（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩
および（Ｃ）モノエステル化物をそれぞれ所定量配合し、必要に応じて、上記各種添加剤
を配合することにより製造することができる。各添加剤の配合、混合、添加方法としては
、特に制限されることが無く、種々の方法を採用することができる。配合、混合、添加の
順序についても特にされることが無く、種々の方法を採用することができる。例えば、（
Ａ）エステル化合物に直接各種添加剤を添加し、加熱して混合する方法や、予め添加剤の
高濃度溶液を調製し、これらと（Ａ）エステル化合物とを混合する方法などを用いても良
い。
【実施例】
【００４３】
　以下、実施例および比較例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。
【００４４】
〔エステル化合物Ｉ～Ｖの合成〕
　温度計、窒素導入管、攪拌機及び空冷管を取り付けた５Ｌの４つ口フラスコに、トリメ
チロールプロパン（ＴＭＰ）、日油製「ＮＡＡ-８２」（工業用カプリル酸：カプリル酸
含量９９％）、「ＮＡＡ-１０２」（工業用カプリン酸：カプリン酸含量９９％）、アジ
ピン酸を所定量仕込み、窒素気流下、２４０℃で反応水を留去しつつ常圧で反応させ、エ
ステル化合物Ｉ～Ｖを得た。
【００４５】
〔エステル化合物ＶＩの合成〕
　温度計、窒素導入管、攪拌機及び空冷管を取り付けた５Ｌの４つ口フラスコに、トリメ
チロールプロパン（ＴＭＰ）、日油製「ＮＡＡ-３４」（工業用オレイン酸）、ダイマー
酸、を所定量仕込み、窒素気流下、２４０℃で反応水を留去しつつ常圧で反応させ、エス
テル化合物ＶＩを得た。
【００４６】
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　上記で得られたエステル化合物Ｉ～ＶＩについて、1Ｈ ＮＭＲを用いて、各由来原料の
モル百分率を測定し、表１に記載した。また、４０℃動粘度、１００℃動粘度、引火点、
酸価の測定結果および粘度指数について、表１に記載した。
【００４７】
【表１】
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【００４８】
（実施例１～６および比較例１～１０）
〔潤滑油組成物の調製〕
　上記で得られたエステル化合物Ｉ～ＶＩについて、以下の手順で添加剤を配合し、実施
例１～６および比較例１～１０の潤滑油組成物を調製した。
【００４９】
　温度計、窒素導入管、攪拌機及びジムロート冷却器を取り付けた５Ｌの４つ口フラスコ
中で、上記で合成したエステル化合物Ｉ～ＶＩに、下記の添加剤を表２、３記載の配合量
で加え、８０℃で１時間、攪拌混合を実施し、潤滑油組成物を得た。
【００５０】
　また、添加剤としては以下のものを使用した。
＜摩耗防止剤＞
　・（Ｂ）モノ・ジヘキシルフォスフェート・Ｃ１１～１４分岐アルキルアミン塩
　（Ｒｅｉｎｃｈｅｍｉｅ社ＲＣ３７６０）
・（Ｂ）分岐ブチルフォスフェート・Ｃ１１～１４分岐アルキルアミン塩
　（Ｒｅｉｎｃｈｅｍｉｅ社ＲＣ３７４０）
・トリデシルアシッドフォスフェート・トリオクチルアミン塩
＜錆止め剤＞
　・（Ｃ）ドデセニルコハク酸と１,２―プロパンジオールとのモノエステル
　（ＢＡＳＦ社ＩＲＧＡＣＯＲ Ｌ１２）
　・ドデセニルコハク酸アルキルイミド
　（ドデセニルコハク酸とドデシルアミンとのイミド化物）
・Ｎ－オレオイルザルコシン
・Ｎ－ヒドロキシエチルオレイルイミダゾリン
＜酸化防止剤＞
・ジブチルヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）
＜金属不活性化剤＞
・ベンゾトリアゾール誘導体
　（ＢＡＳＦ社ＩＲＧＡＭＥＴ３９）
【００５１】
〔潤滑油組成物の評価〕
　調製した潤滑油組成物について以下の評価を行い、その結果を表２、３に記載した。
【００５２】
（生分解性試験）
　ＯＥＣＤ３０１Ｃに従い、生分解性試験を実施した。なお、公益財団法人日本環境協会
エコマーク事務局では、本試験での生分解性が６０％以上で生分解性潤滑油としての基準
を満たしている。本試験では生分解性が６０％未満を×とし、６０％以上～７０％未満を
○とし、７０％以上を◎とした。
【００５３】
（酸化安定性：ＲＰＶＯＴ試験）
　日本工業規格ＪＩＳ　Ｋ２５１４－３（２０１３）に従い潤滑油酸化安定度試験（ＲＰ
ＶＯＴ）を実施した。表に記載した数字は最大圧力から１７５ｋＰａ降下するのに要した
時間（分）を表し、数値が大きいほど、酸化安定性が高いことを示す。
【００５４】
　（耐摩耗試験（シェル４球摩耗試験））
高速シェル４球試験機において、ＡＳＴＭ　Ｄ４１７２に準じ、磨耗痕径（μｍ）を測定
した。磨耗痕径（μｍ）が小さいほど、耐摩耗性が優れていることを示す。
【００５５】
　（錆止め性能試験）
　日本工業規格ＪＩＳ　Ｋ２５１０に従い潤滑油錆止め性能試験（人工海水）を実施した
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。なお、上記試験は通常２４時間で終了するが、本試験では２週間継続して試験を実施し
、２週間後の錆止め結果を評価した。なお、錆が観察された場合には「有」と表記し、錆
が観察されなかった場合には「無」と表記した。
【００５６】
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【表２】
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【００５７】
【表３】
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【００５８】
　表２の実施例１～６に記載するように、本発明の潤滑油組成物は、各種添加剤を配合す
ることで、生分解性に優れるともに、海水に対する錆止め性能、酸化安定性、潤滑性（耐
摩耗性）に優れることが分かる。
【００５９】
　比較例１では、（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩が含有されていないので、潤滑油組
成物の耐摩耗性が低い。
　比較例２では、（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩が含有されておらず、その代わりに
トリデシルアシッドフォスフェート・トリオクチルアミン塩が含有されているが、潤滑油
組成物の耐摩耗性が低い。
　比較例３～６では、（Ｃ）モノエステル化物が含有されておらず、表３に記載の他の成
分を含有させているが、いずれも潤滑油組成物の錆止め性が低く、錆が発生していた。
【００６０】
　比較例７では、（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩の含有量が多いが、潤滑油組成物の
酸化安定性が低い。
　比較例８では、（Ｃ）モノエステル化物の含有量が多いが、潤滑油組成物の耐摩耗性が
低い。
　比較例９では、（Ｂ）酸性リン酸エステルアミン塩および（Ｃ）モノエステル化物の含
有量が多いが、潤滑油組成物の耐摩耗性が低く、生分解性も低い。
　比較例１０では、エステル化合物ＶＩに、カプリル酸、カプリン酸、アジピン酸が配合
されておらず、その代りにオレイン酸とダイマー酸が配合されているが、潤滑油組成物の
酸化安定性が低く、また錆止め性が低かった。
【００６１】
（実施例７、８、９）
　実施例1の潤滑油組成物において、表４に示すように、酸化防止剤のみを変更し、実施
例７、８、９の各例の潤滑油組成物を得た。ただし、表４に示すように、実施例７、８、
９においては、フェノール系酸化防止剤（ペンタエリスリトールテトラキス[３－（３,５
－ジ－tert－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート]）を用いており、実施
例８、９では、更にアミン系酸化防止剤（４,４’－ビス（α,α-ジメチルベンジル）ジ
フェニルアミン-４,４’－ジクミルジフェニルアミン、２，２，４－トリメチル－１，２
－ジヒドロキノリン重合物）を更に併用している。そして、実施例１～６と同様の測定を
行い、結果を表４に示す。
【００６２】
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【表４】

 
【００６３】
　表４に示すように、実施例７、８、９の潤滑油組成物も、生分解性に優れるともに、海
水に対する錆止め性能、酸化安定性、潤滑性（耐摩耗性）に優れることが分かる。これに
加えて、フェノール系酸化防止剤とアミン系酸化防止剤とを併用することによって、本発
明の潤滑油組成物の酸化安定性が更に著しく向上することがわかった。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　本発明の潤滑油基油は、生分解性に優れるともに、海水に対する優れた錆止め性能、高
い酸化安定性、優れた潤滑性（耐摩耗性）を有し、海洋周辺地域などに使用する軸受油、
作動油、ギヤ油などに好適に使用できる。このため、万一の漏洩の際に環境への負荷が低
減でき、海水が混入しても十分な錆止めを維持し、機器の故障等を防止することもできる
。
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